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まえがき

郵政省では，電波資源の有効活用及び不法・違法無線局

の排除を目的とし，3GHz帯以下の地上無線を対象とした電

波の監視業務を実施している。これを静止衛星が発射する

電波にも拡大，適用していくために，1997年度から宇宙電波

監視施設の整備が開始された。当社は，整備を開始して以

来，一貫して当該施設の開発，設計，整備に携わってきた。

静止衛星に対しては，過密する軌道資源の有効活用並び

に広範囲に及ぶ覆域内での混信，干渉の問題を回避するた

めに，軌道維持範囲と発射電波の質に関する国際協定が

ITU（International Telecommunication Union）により規定

されている。静止軌道上には数多くの衛星があり，この規

定を遵守して運用しているか，又は混信，干渉について監

査・調査・探査業務を効率的に行う必要がある。このため

には，自動的かつ効率的で高精度なデータ収集と，判定・解

析処理を実現し，運用員に提供する必要がある。宇宙電波

監視施設（図１）は，このような要求に対応するため，コンピ

ュータ制御により高度な機能・性能要件を実現するもので

ある。なお，この施設では，郵政省指導の下，機能や性能の

よりいっそうの向上に向けた開発を継続している。

ここでは，宇宙電波監視施設の運用概念，要件及び実現

した施設の特長について述べる。
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宇宙電波監視施設の必要性

電波は柔軟な回線設定などの利便性を持つ反面，ルール

の遵守なしには混信，妨害などの障害を引き起こすおそれ

がある。そのため，電波がルールどおりに運用されている

かを監視することは，電波を直接利用する一般ユーザーに

とっても重要である。特に，通信や放送の分野では，以下の

有効性を背景に，衛星を介した電波利用の重要性が増大し

ている。
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図１．システム構成 主固定監視局（データ収集系）とセンタ局（デー
タ処理系）は高速LANで接続される。

System configuration

（注1） Ethernetは，富士ゼロックス（株）の商標。
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地上系の無線通信に比べ，格段に広いサービスエリ

アを持つ。

新規回線の増設などにおいて，柔軟な回線設定が可

能である（有線系の回線工事などが不要）。

放送業務に代表される，伝達情報の同報性が世界的

規模のサービスエリア内で容易に実現できる。

このため，違法電波の発射や，国際協定に違反した衛星

による混信，妨害が引き起こされる可能性も増大している。

このように，違法電波を監視し，指導，摘発，排除するため

の宇宙電波監視施設の整備は，その社会性や国際貢献の面

において急務となっている。

運用概念と機能・性能要件

3.1 運用概念

宇宙電波監視業務では，以下の役割を担っている。

国際的に登録された内容に基づいて運用していると

想定される衛星に対する計画的な“監査”業務

国際登録されていない衛星，又は不法衛星の“探査”

業務

電波の利用実態などを明らかにするとともに，混信・

妨害の検知，申告があった場合，その詳細情報を取得

するための“調査”業務

上の三つの役割に対してその結果を“報告”する業務

これらの業務のうち，比較的定型的な業務については極

力自動化し，業務の効率を高めることが要求される。

3.2 機能・性能要件

受信部　　監視できる受信周波数範囲は，静止衛星

のダウンリンク用としてITUで割り当てられている全帯

域が対象となり，衛星が使用しているすべての偏波に

対応できることが必須条件となる。この施設に対する

受信帯域及び偏波の要件を表１に示す。

衛星追尾・測角部　　静止衛星は，ITU‐RR（Radio

Regulations）によりその軌道範囲を維持するように規定
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されている。

近年，その運用を開始した静止衛星の多くは，もっと

も厳しい±0.1 degの軌道維持が義務づけられており，

実際には，±0.05 degの範囲に維持，運用されている場

合も少なくない。このため，静止衛星の位置を監視す

るには非常に高い測角精度が必要となる。この施設に

対する測角精度の要件を表２に示す。

運用スケジュール部　　監視業務は，円滑かつ効率

的に運用するために，要員が設定したスケジュールに

従って自動で行う必要がある。また，自動運用を効率良

く行うためには，監査，探査，調査の各業務に応じた測

定項目とスケジュールを運用員が容易に設定，変更，調

整できる機能が不可欠である。

測定部　　測定部においては，運用スケジュールで

登録された測定項目について，迅速かつ高精度で測定

を行い，ITUに登録されている衛星情報と比較するこ

とが必要である。このシステムが対象とする測定（推定，

支援を含む）項目を以下に示す。

衛星の静止位置

周波数

占有周波数帯幅

スプリアス発射（注2）の強度

電波型式

等価等方輻射電力（EIRP）

電力束密度（電波の到来角を含む）

偏波面及び偏波角度

周波数利用状況（率）

トランスポンダ利用状況（率）

分析部　　過去に収集した各種測定情報を統計分

析的に処理することで，監視対象となった衛星の運用

状態や，電波諸元の時間的推移などを把握する。

較正部　　電波監視の立場から，その性能は高精度

に維持する必要がある。このため，運用系監視情報の

測定経路に監視ごとに較正信号を入力し，測定性能の

表１．宇宙電波監視施設に要求される受信帯域と偏波
Frequency range and polarization requirements

帯　域 周波数範囲（MHz） 偏　波

L 1,525 ~1,710
円偏波（右旋／左旋）
直線偏波（水平／垂直）

S 2,120～2,690 同上

C 3,400～4,800 同上

Ku 10,700～12,750 同上

Ka 17,700～21,200 同上

（注2） 必要周波数帯外における不要電波の発射（不要輻射）。

表２．宇宙電波監視施設に要求される測角精度
Tracking accuracy requirements

帯　域 測角精度

L 0.1 deg rms 以下

S 0.08 deg rms 以下

C 0.03 deg rms 以下

Ku 0.02 deg rms 以下

Ka 0.01 deg rms 以下

rms：root mean square
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変動が監視のつど，自動的に較正される必要がある。

ハードウェアの特長

4.1 RF受信部の特長

L/S/C/Ku/Kaの周波数帯及び複数偏波にわたる不特定

多数の衛星電波は，直径5m（L/Ku/Ka帯用）及び11m（S/C

帯用）の2台のカセグレンアンテナ（注3）で受信される。これらの

アンテナは，L/Ku/Ka帯及びS/C帯の全帯域を同時に受信

できるという特長を持っている。両アンテナは，円偏波／直

線偏波を切り換えて出力する。いずれかの偏波に設定され

た場合，右旋／左旋（又は水平／垂直）偏波の受信信号につ

いては同時に出力される（図２）。この信号は，RF受信部で
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適正な信号レベルに制御された後，観測対象となる周波数

帯及び偏波の信号だけを抽出し，計測部に送られる（図３）。

4.2 衛星追尾･測角部の特長

追尾部は，全受信周波数範囲で高い測角精度を実現する

必要があり，この施設では位相モノパルス方式を採用してい

る。各周波数帯ごとに高次モード（TE21）で抽出した信号

から和･差信号を生成，L帯に周波数変換し，モノパルス追

尾を実現している。また，アンテナ位置の検出は，19ビット

のオプティカルエンコーダを使用したサーボループ（ACサー

ボ）を形成することで，高精度な位置検出･制御機構を実現

している。

アンテナを衛星の静止位置に向ける場合，いかに高精度

な追尾系を持っていたとしても，衛星の絶対的な方向に対

する高い検出（測角）精度を保証するためには，いくつかの

誤差要因を排除する必要がある。測角情報に重畳される誤

差には，測角誤差のランダム成分として現れる追尾系の誤差

と，バイアス成分として現れる大気による電波の屈折，追尾

部の調整及びアンテナ軸の傾きによる誤差などが挙げられ

る。モノパルス追尾の採用により，測角誤差のランダム成分

は高精度に保証される。一方，バイアス成分をキャンセル

するための基準として，光学的に静止衛星の位置を観測す

る“静止衛星光学観測装置”（GSOMS：Geostationary

Satellite Optical Monitoring System）（図４，図５）を設け，

この装置を用いた角度較正を行うことで要求される測角精

度を実現した。

ソフトウェアの特長

5.1 ソフトウェア構成

このソフトウェアでは，リアルタイム性と多量のデータを扱う

必要があるため，クライアント／サーバ方式を使用している。
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図２．アンテナ系統 受信信号は，右旋／左旋（又は水平／垂直）偏
波が同時に出力される。
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図４．静止衛星光学観測装置のシステム構成 静止衛星光学観測装
置と宇宙電波監視施設はLANで接続されている。

System configuration of Geostationary Satellite Optical Monitoring

System(GSOMS)

（注3） 主反射鏡及び副反射鏡で構成されるパラボラアンテナで，副反射鏡
の鏡面が双極凸面構造をしたもの。
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　　 RF信号4系統に対応。
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図３．RF受信系系統 受信信号は，信号レベルを制御し，観測対象
となる周波数帯及び偏波を抽出する。

RF management subsystem

特
　
集



34 東芝レビューVol.５５No.５（２０００）

構成としては，アンテナ及び計測・測定系から成る主固定監

視局とホストコンピュータ及びユーザーインタフェースから成

るセンタ局で，機能分割がされ，マルチプロセスによる効率

的な処理を実現している（図６）。測定情報などのデータベ

ース（DB）管理ソフトウェアとしては，RDBMS（Relational

Data Base Management System）のORACLE（注４）を使用し

ている。

5.2 ユーザーインタフェースの特長

運用方法を十分考慮した画面構成とGUI（Graphical

User Interface）により高い操作性を実現している。例とし

て，宇宙局配置図表示画面を図７に示す。この画面は，静止

衛星の静止位置情報を地図上に表示する画面である。

5.3 測定ソフトウェアの処理手順

運用スケジュールに登録された監視内容に従って，空中

線制御装置，受信装置，計測装置を制御し，静止衛星の追

尾を実施する。追尾後，運用スケジュールで登録された監

視項目に従って測定を行い，測定したデータは，DBに保存

される。測定データは，宇宙局情報DBに登録されているデ

ータと照合し，衛星の同定や許容値判定を実施する。この

ソフトウェアにより静止衛星の測定系の自動化を実現した。

あとがき

宇宙電波監視施設は現在稼働中であり，郵政省指導の下，

機能・性能面におけるいっそうの向上を継続している。

今後は，これまでに培った宇宙電波監視の技術を生かし，

更に高度な監視機能の実現に向け，研究・開発を続けてい

く。

謝　辞

この施設の開発にあたり，ご指導，ご助言をいただいた郵

政省 電気通信局の関係各位に深く感謝の意を表します。

6

野沢　達哉 NOZAWA Tatsuya
情報･社会システム社 小向工場 電波応用システム技術
部主務。宇宙電波監視施設のソフトウェアの開発・設
計に従事。
Komukai Operations

安藤　康浩 ANDO Yasuhiro
情報･社会システム社 小向工場 電波応用システム技術
部主務。宇宙電波監視施設のシステム・ハードウェア
の開発・設計に従事。
Komukai Operations

静止衛星�

E：東経

機械的なシャッタの開閉によるタイムマーク�

恒星の軌跡�
110.05E

109.95E
109.85E

図５．静止衛星光学観測装置の画像データ（例） 静止衛星は点状
に，恒星は線状に撮影される。

Example of picture taken by GSOMS

図７．宇宙局配置図の表示画面（例） 指定された静止軌道範囲内
の宇宙局が画面の下部に一覧表示される。

Example of space station location map display
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測定情報蓄積機能
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図６．ソフトウェアの構成 測定情報は，ホストコンピュータのDBに
保持される。

Software configuration

（注4） ORACLEは，Oracle Corporationの登録商標。


